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はじめに 

持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成されるSDGs

が国連サミットで採択され、これをテーマとした大阪・関西万博が2025年に開催される

ことが決定されるなど、「持続可能」というキーワードをもとに世界が大きく変わろうと

している。 

 

四国地域では、これまでにも様々な機関によりSDGsと親和性の高い取組が実施されて

いる。しかしながら、SDGsをはっきりと意識・認識し、これを組み込んだ事業活動や経営

の実践ということでは、これからという段階にあるものと考えられる。 

 

本事業では、SDGsやESG投資等の新しい時代の流れが四国地域の企業活動にどのような

影響を与える可能性があるのか、どのような事業機会をもたらすのか等を、研究会を通じ

て検討した。さらに、「四国SDGs経営フォーラム」を開催し、その成果等を公表した。 

 

本報告書は、四国地域において、既にSDGsへの取組を実践されている企業、これから

取組をスタートする予定の企業、SDGsへの理解を深めたいと考えている企業の、SDGs活

用の参考となることを期待して、取りまとめた。 
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I 文献調査の結果 

我が国における SDGs をとりまく動向・四国地域の現状 

（１）我が国における SDGs をとりまく動向 

持続可能な開発目標（SDGs）は、持続可能な社会を世界レベルで実現するために、2015年9

月に国連で合意された世界共通の目標であり、17のゴール・169のターゲットから構成され

る。地球上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」ことを誓い、発展途上国のみな

らず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としても積極的に取

り組んでいる。 

図表 I-1 持続可能な開発目標（SDGs） の概要 

JAPAN SDGs Action  
Platform 

「SDGs とは」「17 の目標」「169 のターゲット」「ターゲットご
とのグローバル指標」の解説、日本政府の取組、国内取組事例
等 SDGs に係る諸情報を総合的に紹介。 

【外務省】 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/index.html 
 

【持続可能な開発目標 SDGs】 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）外務省国際協力局地球規模課題総括課「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けて日本が果たす役割

（令和 2 年 1 月）」 

持続可能な開発目標 SDGs とは                           
持続可能な開発目標（SDGs）とは，2001 年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）
の後継として，2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030
アジェンダ」にて記載された 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標で
す。17 のゴール・169 のターゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない
（leave no one behind）」ことを誓っています。 SDGs は発展途上国のみならず，先進
国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり，日本としても積極的に取り組ん
でいます。                     （出典：外務省ウェブサイト） 



  

3 

（２）四国地域の現状 

四国経済産業局において実施したアンケートの結果によると、四国の企業におけるSDGsの

認知度は６割を超え、SDGsに取り組む企業のうち、本業を通じてSDGsに貢献している企業は

４割にのぼる結果となっており、四国において、SDGsへの取組が進行しつつある状況がうか

がえる。 

課題は、「メリットが分からない」「何から取り組んだら良いか分からない」ことにあり、情

報提供や人材育成支援を望む声が多くあがっている。 

図表 I-2 四国内の現状  

 

（資料）四国経済産業局「四国 SDGs 経営フォーラム」（令和 2 年 2 月 10 日）より抜粋 
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SDGs に関する具体的な取組 

（１）日本政府の取組 

2015年にSDGsが採択された後、2016年５月に総理大臣を本部長、官房長官、外務大臣を副

本部長とし、全閣僚を構成員とする「SDGs推進本部」が設置され、国内実施と国際協力の両

面で率先して取り組む体制が整えられた。また、幅広いステークホルダーによって構成される

「SDGs推進円卓会議」における対話を経て、2016年12月には今後の日本の取組の指針となる

「SDGs実施指針」が決定された。 

2019年12月の第８回推進本部会合では，2016年の策定以降初めて「SDGs実施指針」を改

定するとともに、2020年のSDGs推進のための具体的施策をとりまとめた『SDGsアクションプ

ラン2020』が決定された。 

このアクションプランの中では、政府の具体的な取組の一つとして、SDGsと連動する

「Society5.0」の推進において、「中小企業のSDGs取組強化のための関係団体・地域、金融機

関との連携」が掲げられている。また、地方自治体におけるSDGs達成に向けた取組等を通じ

た地方創生に向けて、「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」が発足しており、各地にお

けるSDGsの普及促進に向けた取組も展開されている。 

図表 I-3 SDGs 実施に関する日本政府の取組 

 

持続可能な開発目標
（SDGs）推進本部 

持続可能な開発目標（SDGs）に係る施策の実施推進のために設
置され、「SDGs 実施指針」や、SDGs 推進のための具体的施策
をとりまとめた「SDGs アクションプラン 2020」等を掲載 

【首相官邸】 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/index.html 
 

地方創生 SDGs 官民連
携プラットフォーム 

SDGs を共通言語として、課題解決に取り組む官民の連携創出
を支援することを目的に設立されたプラットフォームであり、
マッチング支援、分科会の開催、普及促進活動等を通じて先駆
的な取組の創出を図る 

【内閣府】 http://future-city.jp/platform/ 
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【SDGs 実施に関する日本政府の取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）外務省国際協力局地球規模課題総括課「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けて日本が果たす役割」

（令和 2 年 1 月） 

【「SDGs アクションプラン 2020」のポイント】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）SDGs 推進本部「SDGs アクションプラン 2020 ～2030 年の目標に向けた「行動の 10 年」の始まり～」（令

和元年 12 月） 
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（２）地域レベルでの取組 

関西では、独立行政法人国際協力機構関西国際センター（JICA関西）、経済産業省近畿経済

産業局および関西広域連合本部事務局を共同事務局とする「関西SDGsプラットフォーム」が

2017年12月に発足している。本プラットフォームは、SDGsへの取組の重要性を広くアピール

するとともに、各ステークホルダーの連携と協働により、関西において持続的社会の構築に向

けた活動や高い社会的価値を生み出す経済活動を加速していくことを目的とし、SDGsに関連

するイベントの開催、広報・情報発信、分科会活動等多様な取組を展開している。 

また、長野県では、企業等が経営戦略としてSDGsを活用することを支援する制度として

「長野県SDGs推進企業登録制度」を2019年4月26日に創設。３期にわたる募集の結果、登

録企業は232者となっている。 

四国地域では、公益社団法人高松青年会議所により、「第１回かがわSDGsアワード」が

2019年11月2日に開催された。本アワードは、香川県内の中小企業の優れたSDGsの取組を

広く発信し、地域でのSDGsの認知向上と機運を高めることを目的に開催されたもので、最終

選考に残った５社が各賞を受賞している。 

図表 I-4 「関西 SDGs プラットフォーム」の概要 

関西 SDGs プラットフ
ォーム 

SDGs への取組の重要性の周知、各ステークホルダーの連携と
協働により関西において高い社会的価値を生み出す経済活動を
加速していくこと等を目的として設立されたプラットフォーム 

【JICA 関西他】 https://kansai-sdgs-platform.jp/ 
 

【関西 SDGs プラットフォームの概要】 

活動内容 
１.SDGs に関連するセミナー等イベントの開催 
【コア活動】年間 2 回程度のコアイベント（シンポジウム等）、ワークショップ（ゴール別勉強会）等

の開催  
２.参加団体が実施する SDGs 関連イベントへの協力 
【コラボ活動】参加団体イベントへの協力（イベント告知、ロゴ・マテリアル使用等）  
３.参加団体の SDGs に貢献する活動の広報・発信 
【コラボ活動】「関西 SDGs プラットフォーム」Web サイトや SNS を通じた参加団体の活動に関する

情報発信  
４.その他、本会の目的を達成するために必要な活動 
【コア活動】 
・「関西 SDGs プラットフォーム」Web サイト・SNS の開設および情報発信 
・SDGs ロゴ普及（使用希望者サポート）、独自ロゴ・バナー検討 
・メディア向け発信 

会員情報（2020 年 2 月 21 日現在） 
 ・市民団体・NGO・NPO・その他団体（158 団体） 

・大学・研究機関・教育関連機関（52 団体） 
・自治体・政府関係機関・公益法人等（85 団体） 
・企業・金融機関・その他関連団体（639 団体） 

（資料）「関西 SDGs プラットフォーム」ウェブサイトより作成 
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図表 I-5 「長野県 SDGs 推進企業登録制度」の概要 

 

 

 
 

 （資料）長野県「長野県 SDGs 推進企業登録制度（平成 31 年 4 月）」（長野県 SDGs シンポジウムにおける説明資料）より

抜粋  
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SDGs の普及に伴い想定される変化 

SDGsは、社会課題の解決のための行動計画であり、その普及に伴い、調達面からもアプロ

ーチする「CSR調達」が普及しつつある。CSR調達は、バイヤー（企業）が製品、資材および

原料などを調達するにあたり、従来からの項目に、環境、労働環境、人権など社会課題への対

応の観点から要求項目を追加することで、サプライチェーン全体で社会的責任を果たそうとす

る活動であり、国内においても、大企業を中心に「CSR調達ガイドライン」の作成が進みつつ

あり、サプライヤー企業は、その対応が求められている。 

図表 I-6 CSR 調達の概要 

 

CSR 調達入門書 サプライチェーンにおける CSR 調達の重要性の理解を促
すための手引書であり、CSR 調達とは何か、サプライチ
ェーンにおける社会・環境リスクや CSR 調達に取り組む
ことのメリット等を紹介 

【GCNJ ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ分科会】 http://ungcjn.org/activities/topics/detail.php?id=270 
 

【本書に示されている CSR 調達の概要・メリット等】 
 

CSR 調達とは 
・バイヤー（企業）が製品、資材および原料などを調達するにあたり、品質、性能、
価格および納期といった従来からの項目に、環境、労働環境、人権などへの対応状
況の観点から要求項目を追加することで、サプライチェーン全体で社会的責任を果
たそうとする活動をいう。 

 

CSR 調達のメリット等 
・社会・環境リスクの回避に加えバイヤー（企業）との取引の継続や株主・投資家か

らの ESG 評価の向上など、さまざまなメリットがある。 
【CSR 調達のメリット】 
（A）糾弾など社会・環境リスクの回避 
（B）取引機会の獲得や取引の継続および信頼度の向上 
（C）重大事故の発生や苦情の深刻化の防止 

 
（資料）グローバル・ネットワーク・ジャパン「CSR 調達入門書（2018 年 9 月 1 日 第 2 版）」 
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金融機関においては、SDGsを地域金融の場で実装する取組が進みつつある。 

世界的に主流になりつつあるESG投資は、従来の財務情報だけでなく、環境

（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）要素も考慮した投資であり、

SDGsは、投資家にとってはESG評価の指標として、企業にとってはビジネス機会をもたらす

ものとして、SDGsを実装する動きが活発化しつつある。 

我が国では間接金融による資金調達の割合が大きいことから、地域金融機関を地域の核とし

て、地域の持続可能性の向上に資する「ESG地域金融」の実践が進められている。今後、地域

金融機関でのESG地域金融が活発化することも予想され、地域の中小企業は、その対応として

SDGsへの取組、経営への取り込みが一層求められることも考えられる。 

図表 I-7 【環境省】ESG 地域金融の概要 

 

（資料）環境省 ESG 地域金融の先行事例調査に関する検討会「事例から学ぶ ESG 地域金融のあり方 －ESG 地域

金融の普及に向けて－」（2019 年 3 月）より抜粋 
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金融、調達活動等、多様な局面においてSDGsへの取組が求められつつある状況下、SDGs活

用の入門書ともいえるガイドが提供されている。 

以下に、企業にとってのSDGs活用の入門書として、経済産業省の「SDGs経営ガイド」、環

境省の「持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド」、及び国連グローバル・コンパクト

（UNGC）、GRI（Global Reporting Initiative）、持続可能な開発のための世界経済人会議

（WBCSD）の共同作成による「SDG Compass」の概要を示す。 

図表 I-8 「SDGs 経営ガイド」の概要 

 

SDGs 経営ガイド SDGs に関する現状認識を多様な観点から示し、企業が「SDGs 経
営」を実践する際に有用な視点を整理・紹介。 

【経済産業省】 https://www.meti.go.jp/press/2019/05/20190531003/20190531003.html 

 
【ガイドに示されている企業が「SDGs 経営」を実践する際の視点】 

 

（資料）経済産業省「SDGs 経営ガイドについて」（令和元年５月 31 日）より抜粋 
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図表 I-9 「持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド」の概要 

 

持続可能な開発目
標（SDGs）活用
ガイド 

企業にとって SDGs に取り組む意義について解説し、具体的な取
組の進め方を示す。また、既に SDGs に先駆的に取り組んでいる
企業の事例などを紹介。 

【環境省】 https://www.env.go.jp/policy/sdgs/index.html 
 

【本ガイドに示されている「PDCA サイクルによる SDGs 取組手順」】 

 

（資料）環境省「持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド」（平成 30 年 6 月）より抜粋 
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図表 I-10 「ＳＤＧ Compass」の概要 

 

SDG Compass  企業の事業に SDGs がもたらす影響を解説し、企業が、いかにし
て SDGs を経営戦略と整合させ、SDGs への貢献を測定し管理し
ていくかに関して指針を提供。 

【UNGC 他】 http://ungcjn.org/sdgs/pdf/SDG_COMPASS_Jpn.pdf 

 
【SDG Compass に示されている企業行動指針】 

 

（資料）国連グローバル・コンパクト（UNGC）、GRI（Global Reporting Initiative）、持続可能な開発のための世

界経済人会議（WBCSD）「SDG Compass」より抜粋 
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II ヒアリング調査結果 

ヒアリング調査の概要 

（１）ヒアリング調査の目的 

四国地域においてSDGsへの取組を検討・展開している中小企業を主な対象として、取り組

むに至った経緯や取組の効果、取組にあたっての課題等を把握することを目的にヒアリング調

査を実施した。 

 

（２）ヒアリング対象の選定方法 

Web情報、各種記事、各社のホームページ等からの情報収集のほか、本事業の推進のために

設置した「四国SDGs研究会」の参加メンバーからの情報提供や本ヒアリングの過程で紹介を

受けた企業等から対象先を抽出・選定した。 

 

（３）実施方法 

現地訪問による聞き取りのほか、四国地域の各団体が実施しているSDGs推進に係る会合等

への参加を通じたグループインタビュー形式でのヒアリングも実施した。 

 

（４）ヒアリング項目 

ヒアリング項目は以下のとおりである。 

【ヒアリング項目】 

1．貴社の事業概要 

2．SDGs に関連する貴社のお取組について 

 取組の内容、該当する SDGs の目標・ターゲット等 

 SDGs に取り組むこととなった経緯 

 SDGs に取り組むにあたって参考とした情報、パートナー等 

 SDGs に取り組んだことの効果 

 SDGs に取り組む上での課題と対応状況 

3．その他 

 今後のお取組についてのご意向 

 四国地域での SDGs への取組にあたっての期待される支援 等 
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（５）ヒアリング実施先（業種） 

四国地域内の企業20社にヒアリングを実施した。 

【ヒアリング実施先（業種）】                                      （順不同） 

●鉱物・土石粉砕等処理業 
●鉄鋼一次製品卸売業 
●機械器具製造業 
●ゴルフ練習場 
●介護福祉事業 
●飲食業 
●宝石販売業 

●金属製品加工業 
●税理士事務所 
●会計業 
●コンサルタント業 
●保険コンサルタント業 
●食品製造業・小売業 
●一般公衆浴場業 

●建設機械・鉱山機械卸売業 
●建設工事業、土木工事業 
●一般貨物自動車運送事業、貨

物運送取扱事業 
●調剤薬局 
●他 2 社 

 

 

ヒアリング調査結果の概要 

ヒアリング調査で得られた主な意見は、下記のとおりである。ヒアリング対象企業の多く

が、SDGsへの取組をスタートした段階、あるいはこれから取り組む予定にあり、具体的な効

果を生み出すまでにはいたっていないものの、SDGs実践の必要性や有効性等を認識し、意欲

的に取り組む姿勢がみられた。一方で、SDGsの社内での浸透や具体的な取組方法がわからな

いといった課題を有している状況も確認された。 

【ヒアリング結果（主な意見）】 

●取り組むこととなった経緯 
 自分たちの理念と SDGs との整合に対する理解ができたこと、これまでの取組や会社

が目指すことが SDGs の実現に寄与すると感じたこと 
 CSR 活動は特定の要素だけで考えるのではなく、トータルで考えることが必要と感じ

ていた際 SDGs を知ったこと 
 世界的には飢餓の問題がある中で、食品廃棄物の問題を抱える日本の現状をみて、

SDGs への取組の重要性を認識したこと 
 中小企業が世界との関連があるという認識が持てモチベーションがあがったこと 
 想いを社内外に伝える共通言語、ツールとしての有効性に気づいたこと 
 これからのイノベーションの条件の一つとして SDGs が必要と感じたこと ／等 

 
●参考とした情報、パートナー 
 関連書籍、SDGs 手帳、関係団体等からの提供資料 
 環境省の「持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド」 
 外部セミナー、SDGs カードゲーム、研究会への参加 
 先行的に取り組んでいた他社との協働、大学 ／等 
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●取り組んだことの効果・期待 
 事業の動機づけがしっかりできるようになる 
 今の自分たちの事業や取組のゴール・目標が見えやすくなる 
 PR ポイントの明確化、ブランディングに資するツールになり得る 
 自社の再認識につながり、経営戦略の視野も広がる 
 企業価値とは何かを考える基準になる 
 （将来的には SDGs は）自分たちの存在意義になるものと捉えられる 
 社会貢献等に対する明確な目標や基準などが設定可能となる 
 採用に貢献する 
 従業員のモチベーション、意識の向上につながる 
 知名度向上に伴い新規顧客の開拓にも寄与する ／等 

 
●取組上の課題・対応 
 経営層の説得・理解 
 社内全体への落とし込み、社員への浸透 
 年配社員等における理解度、浸透度の向上 
 中小企業、小規模事業者にとってのハードルの高さ（人手、推進体制が確保できない、

ESG 投資・CSR 調達と言われても距離がありすぎる） 
 経営に取り込む方法がわからない、入口で思考がストップする 
 SDGs に取り組むことで、地球環境や地域がどのような姿になるのか見えない 
 SDGs の理解が不十分であり、自分たちの取組とのマッチングが難しい 
 中小企業は、取り組みやすいところからスタートすることも必要（あるいは、できる

ところからやっていくしかない） 
 「SDGs に取り組むことの必要性」に対する理解、認識 
 認知度の向上（みんなの共通言語にすること） ／等 

 
●今後の意向・期待する支援等 
 若い人たち（学生、新入社員等）の教育・研修 
 成功事例の紹介、中小企業の取組事例情報（自分たちでも取り組めると思える事例情

報）の提供 
 投資等を伴う取組に対する補助等 
 認証制度（取組の意識、意欲の向上につながる） 
 社内用の教育支援ツール 
 産学官の連携強化（自分たちだけでは得られない情報やヒント、テクニックも含めて

教えてくれる行政や大学等） ／等 
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【事例紹介】 

 

 

 

 

取組事例①
【業種】建設工事業、土木工事業 【従業員数】約150名

期待する効果
●説得力の向上
・自分たちの想いを伝えるための優れたツールであり、
説得力の向上につながる

●企業価値の向上
・周りの人たちのSDGsについての理解が進めば、
当社の取組が理解・評価され、
企業価値の向上につながる

・価値観の共有を通じた需要の拡充も期待される

●視野の広がり
・SDGsを知ることで、環境以外の面にも視野が
広がる

・社員への浸透に伴い、新事業・サービス等の創出も
期待される

●地域の活性化
・地域の人と価値観を共有し、観光振興やまちづくり
などにおいて共に取り組めれば、地域の活性化にも
つながる

取組内容等
《背景・きっかけ》

・自分たちの想いを社内外に伝え、
共有するためのツールとして活用に取り組む

《取組事項》
・「地域社会との関わり」「地域環境との共生」等を
テーマとした各種の取組

《取組にあたって大切なこと》
・「SDGsに取り組むことの必要性」に対する理解・認識

《社内・従業員への理解浸透》
・着手しやすいところから展開し、社内的な広がり
を構築

・SDGsに係る社内でのディスカッションを通じた
理解・気づきの促進

・建物の地域社会への開放を通じて交流の場を提供
・建築文化の保存、継承、再生等に係る取組
・まちなみ再生や街の活性化にむけた取組を展開
・古民家改修
・ビオトープ事業 ／等

取組事例②
【業種】調剤薬局 【従業員数】約30名

取組内容等
《取組事項》

・保険調剤、ヘルスケアで患者様の立場に立った治療
のサポートや病気にならないための健康支援。

・地域の教育機関と連携し、
子どもたちに働くことについて考える機会を提供。
（インターンシップや職場体験など）

・社内の環境を整備し、社員の生涯学習の機会を促
進。

・資質向上と社員満足を原動力に、また、健康経営を
内外に広め、働きがいのある人間らしい仕事を達成。

・地域の多職種と連携し、若者や高齢者など様々な
世代の人たちが“帰れる”まちづくりに取り組む。

推進方法・効果
●若手従業員によるマッピング
・SDGsと業務との紐付けを若手社員が担当
→全体的なレベルアップが図られる。

・SDGsの取組を対外的に打ち出すことで、
若手人材の確保にもつながる。

地域への普及
●情報提供
・施設内でSDGsブースの設置、毎月発行する情報誌
にSDGsに関する記事を掲載するなど、地域への情報
提供に取り組む

●教育・啓発
・SDGsカードゲーム等の各種イベント、地域の人たち
を対象とした勉強会等を通じて、地域におけるSDGs
の理解・普及に取り組む
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取組事例③
【業種】鉱物・土石粉砕等処理業 【従業員数】約80名

●社内での共有
・社内的に取り組む際、ビジネスとSDGsが全く別物とし
て考えられていたこともあり、社内を説得するまでに時間
を要する。

・社内に浸透したら、それぞれのアイデアを出していく方向
に切り換えて、シナジーを生み出していく。それが会社の
個性になっていくと考えている。

●働き方改革を含めた対応
・SDGsに取り組むためのマンパワーが中小企業には不
足している。Society 5.0でAIやIoTを活用して、マン
パワーの手助けとなる力を増幅させる方法を検討するこ
とも必要。「SDGs×ビジネス×働き方改革」を、今後考
える必要がある。

●認知度の向上
・四国では認知度はまだまだ低い。SDGsというブランドを、
学生や銀行など、人材、ビジネスと密接に関係するとこ
ろにコミットしていくことが認知度の向上につながると考え
る。

《取組事項》
・ゼロ・エミッションへの対応、水の安全とを通じた健康持
続への貢献、安全に配慮した設計・製作・設置により
つくる側の責任を果たすこと、社内における健康経営
の推進等、全社、各部門において、多様な取組を展
開している。

取組内容等 課題・対応

●事業の動機付け
・SDGsへの取組を通じて、事業の動機づけがしっかり
出来るようになった。以前は、モノの販売による対価と
しての利益という単純な構造であったが、今は、モノ自
体に焦点を当てて、それがどのような良い影響を与える
のかをプレゼンすることが仕事であると考えている。

効果・成果

取組事例④
【業種】卸小売・サービス業 【従業員数】約230名

・従業員のモチベーションが上がり、意識も高くなった。
・インターネットで検索すると会社名が出てくるようになった。
・環境に意識がある人が、SDGsというキーワードでアクセ
スしてくる。新規顧客開拓に繋がる。

・採用にも効果。課題解決に敏感な人が集まる。
SDGsに取り組み始めてここ数年、採用が増えている。

・会社のロゴも建物も変えた。やる内容は変えていないが、
発信の仕方、見せ方を変えることで色々なことをやり始
めたように見える。若い人は見た目でフィルターをかける
が、そこではじかれなくなった。

・SDGsへの取組が進まない建設業界にあって、当社の
レンタル機器を使いだけで、SDGsに取り組むことができ
る。顧客にメリットを感じてもらえる。

《取組事項》
●独自の水処理システムの開発・事業化
・当初は、工事現場で出る泥水を、生態系に影響が出
ないレベルに処理しようということで始まった。

・水処理専門業者ではないがゆえに構築できた独自の
水処理技術により、顧客にコストメリットを享受してもら
いつつ、SDGsへの貢献も実現している。

●社内におけるSDGsに関する活動
・フェアトレードやエシカル消費などについて、会社全体の
会議等を通じで社員に伝達。社内のブログでも経営
者としての思いを発信している。

・SDGsは、会社としてだけでなく「12.つくる責任つかう
責任」というところで個人としても関わる。日々の生活
する中で、それを買うことでどうなるのか、ということを社
員と話している。

・社内報を3カ月ごとに発行し、エシカル消費リレーとして
社員に発信してもらっている。こういう思いが浸透すれ
ばするほど、地元の中小小売店で購入しようといった
行動につながり、地元の中小企業でも成長することが
できる。

取組内容等 効果・成果
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取組事例⑤
【業種】一般貨物自動車運送事業 【従業員数】約280名

●お客様等との関係の深度化
・お客様との距離感が縮まり、さらにはパートナとしてみて
いただける関係が構築できた。

・多様な人が参加するコミュニティを形成するうえにおいて
も、「SDGs」は効果を発揮する。

●地域社会への貢献への気づき
・直接のお客様に加え、地域社会も見えるようになった。
地域社会への貢献等を意識することで、新たな取組な
ども考えることができる。

●社員のモチベーションの向上
・社員も、今までは品質第一と言っても、やらされ感が
あったが、社会のため、未来のため、子孫のためにという
ことで、気持ちもポジティブになり、社員のモチベーション
向上につながっている。

《きっかけ》
●SDGsの活用によるイノベーションの実現
・理念やビジョンを実現するために戦略を立てる中で、イ
ノベーションが必要であると考える。過去の延長線上で
オペレーション的に改善・改革をしても限界がある。

・SDGsへの取組は、三方よし、イノベーションを実現す
る考え方・取組と認識し、取り組むこととしたもの。

取組内容等 効果・成果

《取組事項（例）》
●リレー輸送の構築への取組
・ドライバーへの負担の軽減、人手不足への対応等を
実現するため、リレー輸送の構築を進める。

●IT化の推進
・スムーズなリレー輸送の実現、社内業務の効率化等
による労働負荷、環境負荷の低減に取り組む。

CSR調達ガイドライン基本事項
１．顧客満足・品質保証
２．法令順守・倫理的企業活動
３．人権の尊重・健康的で安全な職場形成
４．環境保全・グリーン調達
５．地域社会との共生・国際協調
６．経営の透明性と説明責任

《基本的な考え方》
・取引上の優越的立場を利用して不公正な不利益を
与えない

・取引先と協調し、相互に事業の発展と企業価値の向上
に結び付くように取り組む

《取組（例）》
〇人材育成の支援と相互研鑽活動

・取引先への研修・勉強会機会の提供
・調達先企業による商品の特徴や性能に関する研修
（自社担当者のレベルアップ）

〇取引先との関係強化に向けた取組
・自社の経営状況や方針に関する説明会開催
・最新の取組等を視察する企業見学会の開催

〇CSR調達の推進
・サプライチェーン全体で社会的責任を実現
・ともに持続可能な成長、企業価値の向上を目指す

〇グリーン調達の推進
・グリーン調達ガイドラインの策定
・取引先に対するグリーン調達認定

ガイドライン浸透のために
○取引先へのガイドラインの送付・説明
○CSR推進状況に関するアンケート
・取引先の取組状況に応じてガイドラインの利用を
促す

○対面でのガイドラインの説明

○外部講師による講習会の開催 ／等

取組事例⑥
【業種】機械器具製造 【従業員数】約730名

取引先とのコミュニケーション
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III 「四国 SDGs 研究会」での検討 

研究会の概要 

SDGs活用の推進にあたり、取り組むべき方向性等を検討する場として、「四国SDGs研究

会」を設置。経済団体、支援機関、金融機関、自治体等の参加のもと、各回テーマに基づくゲ

ストスピーカーの講演を踏まえ、３回にわたって研究を実施した。 

図表 III-1 四国 SDGs 研究会開催概要 

回 日時 議事 
第 1 回 
研究会 

令和元年 9 月 12 日 
（木） 
14:00～16:00 

（１）講演 
株式会社日本政策投資銀行 執行役員 竹ケ原啓介 様 

●SDGs を地域金融の場でいかに実装するか 
 ～ESG 金融の視点から～ 

（２）SDGs 活用に係る情報提供 
（３）四国地域における SDGs 活用状況等 
（４）意見交換 

第 2 回 
研究会 

令和元年 11 月 29 日 
（金） 
14：00～16：00 

（１）講演 
株式会社マルワ 代表取締役社長 鳥原久資 様 
［中小企業のモデル事例］ 

●2030 年も元気な組織であるために 
 ～SDGs で企業ブランディング～ 

（２）四国地域における SDGs 取組動向の紹介 
（３）SDGs 活用に係る情報提供 
（４）意見交換 

第 3 回 
研究会 

令和２年 1 月 17 日 
（金） 
14：00～16：00 

（１）講演 
積水ハウス株式会社 環境推進部 部長 佐々木正顕 様 
［大企業の SDGs に係る調達動向］ 

●SDGs の実践的活用とメリット創出について 
（２）SDGs を考慮した調達活動の動向について 
（３）意見交換会（グループディスカッション） 

 

【参加機関】                               （順不同） 
独立行政法人中小企業基盤整備機構四国本部 
一般財団法人四国産業・技術振興センター 
株式会社阿波銀行 
株式会社百十四銀行 
株式会社伊予銀行 
いよぎん地域経済研究センター 
株式会社四国銀行 
株式会社愛媛銀行 
 

四国経済連合会 
香川経済同友会 
香川県中小企業家同友会 
愛媛県中小企業家同友会 
公益社団法人高松青年会議所 
独立行政法人国際協力機構 四国センター 
日本貿易振興機構 香川貿易情報センター 
香川県 
新居浜市 
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開催概要 

■第 1 回研究会 

第１回研究会では、「SDGsを地域金融の場でいかに実装するか ～ESG金融の視点から～」

と題して、株式会社日本政策投資銀行 執行役員 竹ケ原啓介様より、ESG投資の動向、ESG投

資とSDGsの関係、ESG／SDGsの企業への普及における地域金融機関への期待等について講演

をいただいた。事務局からは、SDGs活用に係る導入支援ツール（試作版）やSDGs活用に係る

支援事業の紹介、並びにこれまでに実施したヒアリング調査結果や文献調査で把握されたCSR

調達に係る事例の報告を行い、意見交換を実施した。 

また、参加者より、各機関が実施するSDGs活用に向けた取組や支援等についての紹介、情

報交換を実施した。 

《参考》竹ケ原様講演【まとめ】 

 
 （資料）四国 SDGs 研究会第 1 回研究会講演資料「SDGs を地域金融の場でいかに実装するか ～ESG 金融の視点から

～（2019 年 9 月 12 日）」（株式会社日本政策投資銀行 竹ケ原啓介様）より抜粋 
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【当日の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左上：講演                  右上：意見交換 
左中：取組紹介                              右中：取組紹介 
左下：取組紹介                              右下：取組紹介 
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■第２回研究会 

第２回研究会では、中小企業におけるモデル事例として、鳥原久資様（株式会社マルワ 代

表取締役社長）より、「2030年も元気な組織であるために ～SDGsで企業ブランディング～」

と題して講演をいただいた。 

同社では、SDGsへの取組を進めることで、非財務情報が大きな価値を生むとし、「社員がプ

ライドを持って働き会社を発展させられる」、「同じ志を持った人や企業との関係性を築け

る」、「会社の独自化・ブランディングにつながる」、「多くの場所で発信する機会が得られ

る」、あるいは人材確保にも貢献するなど、数々の効果・成果を実感しており、その効果・成

果を生み出すにいたった取組、推進方法等について紹介をいただいた。 

《参考》鳥原様講演【なぜ SDGs なのか】 

 
 （資料）四国 SDGs 研究会第 2 回研究会講演資料「2030 年も元気な組織であるために ～SDGs で企業ブランディング～

（2019. 11.29）」（株式会社マルワ 鳥原久資様）より抜粋 

 
【当日の様子】 
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意見交換では、社員の意識改革にどのように取り組んできたのか、SDGsへの取組支援にあ

たってのポイントなどについて意見交換がなされた。 

意見交換のなかでは、SDGs目線で自社を見直すことで、当たり前になっていた自社の「強

み」や「良さ」を再認識することができ、それが各人の主体的な姿勢につながること、結果

「いい仕事」につながり顧客満足度も向上すること、すなわち、SDGsは「ファンづくりの材

料」にもなり得るものとの示唆もいただいた。 

《参考》意見交換【社員の意識改革に向けた取組事項】 

 トップがやるという姿勢を見せること 

 社員との面接にあたってお互いの考えを摺り寄せること 

 幹部会での意見の摺り寄せ 

 外部への各人による情報発信機会の提供 

 社員の、外部での勉強機会の提供（気づきの機会の提供）／等 
 

事務局からは、SDGs活用に係る導入支援ツール（更新版）の紹介、並びにこれまでに実施

したヒアリング調査の中から特徴的な事例について報告を行った。また、高松青年会議所よ

り、「第１回かがわSDGsアワード」の受賞企業についての情報提供をいただいた。 
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■第３回研究会 

第３回研究会では、大企業のSDGsに係る調達動向をテーマに、佐々木正顕様（積水ハウス

株式会社 環境推進部部長）より、「SDGsの実践的活用とメリット創出について ～地域企業

の活性化に向けて～」と題して講演をいただいた。 

また、これまでの研究会での成果等を踏まえ、四国地域におけるSDGsへの取組を推進する

上での課題、その課題を克服して企業のSDGs経営を進めていくための方策等についてグルー

プディスカッション形式で討議を行った。 

 

講演では、同社の木材調達に係るガイドラインや当該ガイドラインの運用状況のほか、企業

がSDGsに取り組む上での初期段階でよくある誤解、SDGs活用上の重要な視点、SDGsの経営へ

の落とし込みにおける進め方など、各主体のSDGsへの取組推進にあたっての全般的な情報、

ヒントの提供をいただいた。 

《参考》佐々木様講演【持続可能な「木材調達ガイドライン」】 

 
 （資料）四国 SDGs 研究会第 3 回研究会講演資料「SDGs の実践的活用とメリット創出について ～地域企業の活性化に

向けて～（2020.01.17）」（積水ハウス株式会社 環境推進部 佐々木正顕様）より抜粋 

【当日の様子】 
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《参考》佐々木様講演【SDGs に取り組む進め方】 

 
 （資料）四国 SDGs 研究会第 3 回研究会講演資料「SDGs の実践的活用とメリット創出について ～地域企業の活性化に

向けて～（2020.01.17）」（積水ハウス株式会社 環境推進部 佐々木正顕様）より抜粋 

 

事務局からは、SDGsを考慮した調達活動の動向についての事例報告等を行った。 

《参考》大企業の SDGs に係る調達の取組事例 

 

●サプライヤーリスク評価
・新規サプライヤーには、独自に策定している
「新規サプライヤー評価表」によりリスク評価を実施

●教育と浸透に向けた取り組み
・サスティナブル調達ガイドラインの
サプライヤーへの配布、ガイドラインの趣旨説明

●労働環境モニタリング
・モニタリングにより、課題を特定し、改善に向けた
取り組みを促す

・指摘が検出された場合は、
工場と連携して適切な措置を講じる

●定期モニタリング
・外部監査員が工場を訪問してモニタリングを実施
・指摘事項が確認された場合、適切な改善計画の
策定を促し、問題を解決できるよう支援

・所定期限内に改善できなかった場合には、
現地工場に赴き指導を実施

１．法令・社会規範の遵守
１）法令の遵守
２）公正な取引、贈賄および賄賂の禁止
３）情報管理・保護

２．人権・労働への配慮
１）国際人権章典、

国際労働機関（ILO）宣言の尊重
２）人権尊重
３）非人道的な扱いの禁止
４）適正な雇用

３．環境への責任
１）環境保全
２）持続可能な原材料調達の推進

４．安全で安心な製品・資材の調達
１）安全な資材の供給
２）供給能力・品質の高い資材の供給

取組事例
【業種】各種ケア製品卸 【従業員数】約1,500名

調達ガイドライン マネジメント体制
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《意見交換会概要》 

参加者の所属に応じて３つのグループを組成し、四国地域におけるSDGsへの取組推進に係

る課題、その課題を克服していくための方策等についてグループディスカッション形式で討議

を行った。 

課題としては、認知度が低く、社内への浸透も図りにくいこと、取り組むことの意義が不明

瞭であること、具体的な取組方法が見えないなどの意見があり、対応策としては、SDGsに係

る情報提供や人材育成に係る支援、成功事例・モデル事例等事例情報の充実と提供等の方策が

提案された。 

佐々木様からは、認知の向上や社内浸透を図るためには、レベルが低いと思われること、利

益に直結しないかもしれないが取り組みやすいと思われること等から取り組み、気づきを促

し、浸透を図っていくことなどの示唆をいただいた。 

 

【当日の様子】 

 

 

 

 

 

 
左：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ     中：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ     右：まとめ 
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図表 III-2 グループディスカッションでの検討結果（概要） 

 

 

 

 

 

 

（検討事項） 認知の問題
意義の問題

（成果・効果）
方法の問題 体力・体制の問題

推進上の課題 ・認知度の低さ
・自社との関連性、
意義がわかりにくい

・誰に聞けばいいか
わからない（SDGs、
ESG経営を教えてく
れる先生がいない）

・取り組みたくても
手が回らない

・SDGsを理解するの
が難しい

・取り組むメリット
が見えていないこと

・セミナーだけで取
組を進めることは難
しい

・ワークショップに
参加する時間がない

・社内の理解度が低
い。規模が大きいほ
ど、社長→管理職→
一般社員への伝言
ゲームで会社の意図
が伝わらない

・あえてSDGsという
枠で考える必要性を
感じない

・マッピングができ
ない、活用の方法が
わからない

・後継者問題の深刻
化（優先度が高くな
い）

・SDGsだけでは人を
呼び込めない（採用
面）

・人手が足りない。
SDGsを考える前に目
の前の仕事をこなす
ことで精一杯
・環境配慮の部門を
作ろうと思うが最適
人材がいない

課題克服のため
のアイデア

・SDGsに取り組むと儲かると伝える
・国・地公体の情報発信

→企業ごとの発信では浸透が遅い
・補助金の活用（インセンティブ）
・助成金等の制度の導入
・中小企業が取組みやすいような制度

・地公体の関与

・地公体との連携
・人材育成の場（大学等）の提供

・人材育成・研修

・支援制度の拡充（補助金等）→ビジネス機
会を実感してもらう

・SDGs経営課題の解決ツール

・事業承継の相談時にSDGsをすすめる

・SDGsビジネスマッチング
・まずは事業内容の棚卸し・ラベリングから
・SDGsの身近な成功事例を知らせる
・SDGsの好事例（特に中小企業事例をわか
りやすく発信してあげる）
・優良事例の表彰（モデル）
・他社事例の紹介
・取組のメリット、取り組まないことのリス
ク、取組の手順、先進・好事例のアウトプッ
ト
・事業性評価への織り込み
・地域住民にSDGsを知ってもらう（従業
員）←自治体としても積極的に推進
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研究会成果の要約 

３回の研究会を通じて得られた成果として、SDGsへの取組に伴う「チャンス」、「リスク」、

「ハードル」を要約すると、以下のように整理され、これらを踏まえ、今後の推進方策等を検

討することが必要になるものと考えられる。 

図表 III-3 研究会成果の要約 

 
 

✔ 共通言語として、
ステークホルダーとのコミュニケーションツールとして利用できる

✔ 世界共通の目標で自社のことを考え、
従業員のモチベーション向上や意識統一にも繋がる

✔ 学生などからの関心も高く、
採用に繋がる可能性がある（企業イメージの向上）

✔ ESG投資の観点で、
金融機関からの新たな投資を呼び込むことができる

✔ SDGsを通じて、
新たな販路や事業機会（ビジネスチャンス）が生まれる

チャンス（＝メリット）

✔ 自分事として身近に感じることができず、
ピンと来ない人が多い（社内への浸透が難しい）

✔ 何から手を付けたら良いか分かりにくい、
マッピングの次に何をしたらよいか分からない

✔ 大手企業等、CSR調達の動きが主流化しつつあり、
取引環境に影響を及ぼす

✔ 自然環境・社会環境の中長期的な変化に対応できなくなる恐れがある

リスク

ハードル
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IV 「四国 SDGs 経営フォーラム」の開催 

フォーラム概要 

研究成果等を踏まえ、四国地域におけるSDGs活用のさらなる普及に向けて、「四国SDGs経

営フォーラム」を開催した。 

基調講演には、田瀬和夫氏（SDGパートナーズ有限会社代表取締役CEO)をお迎えし、「中小

企業にとってのSDGs」をテーマに講演をいただいた。また、パネルディスカッションでは、

四国地域の企業、団体にご登壇いただき、会場からの質問もいただきながら、取組の動向や課

題、今後の取組等について議論を行った。 

なお、当日は、約240名の参加があった。 

【フォーラム概要】 

 

 

 

 

 

 

 

左：会場風景         中：基調講演         右：パネルディスカッション 
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開催概要 

■基調講演（要約） 

SDGsに取り組む企業の多くが「紐付け」で思考停止している場合が多いことに鑑み、紐付

けから経営戦略へ実装させるための思考として、３つの新しい思考（「１．時間的逆算思考

（ムーンショット理論）」、「２．論理的逆算思考（演繹的イノベーション）」、「３．リンケージ

思考（レバレッジ・ポイント理論）」をお示しいただき、各思考の実践方法や実践事例を講演

いただいた。 

また、企業にとってのSDGsに取り組む意義を、「大義」、「小義」の視点からお示しいただ

き、中小企業にこそできることとして「１.独自のイノベーションを起こす」、「２.地場産業の

中で役割を果たし貢献する」、「３.地場の人材育成に貢献する」ことを、具体的な事例に基づ

き講演いただいた。 

終わりにあたっては、SDGsが全体として理解されない原因の一つとして、大きなストーリ

ーの一部（例えば17の目標、169の数値目標）だけを見ていることを踏まえ、SDGsという文

章が全体として人類の大きな夢を語っている、そのストーリーをお話いただき、SDGsの理解

を深める機会をいただいた。 

■パネルディスカッション（要約） 

パネルディスカッションでは、パネリストのSDGs活用に係る取組状況を説明いただいたの

ち、SDGsの活用を進める「ねらい・期待」や自社の経営への影響（効果・成果）、今後の取組

や四国地域でみられるSDGs活用上の課題等についての討議を行った。また、後半は、参加者

との質疑応答も実施した。 

【SDGsの取組状況（概要）】 

宮本様：香川経済同友会の取組として、SDGsツールの共有、委員会ごとに対応するSDGs目標の

設定を行い、SDGs活用の推進している。 

後藤様：当社の理念、ビジョンとSDGsとの整合を踏まえ、４つの目標を設定し、パートナーシ

ップのもと取組を進めている。 

喜多様：水をきれいにする、自然エネルギーを活用する、建設機械に生分解性の油を使用すると

いった活動のほか、とくしまSDGs未来会議の活動等を通じてSDGsに取り組む。 

永見様：四国経済産業局においては、SDGsに係る研究会活動、アンケートを通じた四国の現状・

課題の把握、事例情報の収集・提供、導入支援ツールの作成等に取り組む。 

【ねらい・期待／効果・成果(概要)】 

後藤様：社内のイノベーションへの期待、効果は社会課題の解決への貢献を意識している。成果

は社員の考え方、思考に変化が見られつつあること。 

喜多様：成果は大きく4つ。企業のブランド力の向上、最先端に取り組むイメージ、人材確保、

社員の意識統一・モチベーション向上。SDGsという強力な羅針盤を手に入れた。 

宮本様：SDGs の各指標はオールマイティのベンチマークとなる。自社を世界の企業と比べるた

めの指標として、これを起点に考えることが素晴らしいことである。 
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永見様：大都市ではSDGsの取組が増えており、大手企業の調達に関して中小企業にも影響が及

ぶ。四国地域、中小企業においても社会の変化へ対応するために、SDGs に取り組む必

要が出てくることを伝えていく。 

【今後の自社／四国の課題について】 

宮本様：四国に新幹線ができれば、四国が200万都市となり地域活性に繋がる。四国のことを考

え、新しいイノベーションを興してはどうか。ジェンダーについて、女性のパワーや人

脈をいかに表に引っ張り出すかが課題である。 

後藤様：物流の観点で、四国を１つとして考えることが競争力になる。リレー輸送では、運転だ

けすればいいので女性の進出が期待できる。 

喜多様：人手不足の問題がある中で、建設業の魅力を発信することを使命と感じている。社員の

家族にまで、日々の消費がSDGsのゴール12に関係することを認知させる。 

永見様：四国では、持続可能な社会の実現のためにSDGsを活用する方向。政府でも、地方経済

を支える中小企業による SDGs の取組を後押しする方針である。地域企業の SDGs 経営

への取組を、四国経済産業局が支援機関や自治体と連携しながら後押ししたい。 

【会場からの質疑応答】 

質問①：経営者を本気にさせ、社員が自分ごととして楽しみながらSDGsに取り組むにはどうす

ればよいか。 

喜多様：経営者自身が本気になって楽しむと、周りの人々も楽しむ。リーダーが明るい未来を語

り、SDGsに前向きに取り組む姿勢を見せることが、社員に対して最も影響力がある。 

宮本様：経営者には年度計画にSDGsを織り込むことを指示している。自分で考えると面白くな

って、自分で動き始める。社員の参加については、自分たちの取組がSDGsに大きく貢

献しているというこの気づきを与えることでやる気が喚起される。 

後藤様：SDGs への取組が自分の理念・ビジョンに結びつくと、経営者に火がつく。社員は顧客

が喜ぶことで働きがいを感じる。SDGs が顧客の喜びに繋がることを実感すれば本気に

なる。 

永見様：新市場において大きく利益を伸ばせるチャンスが得られる可能性もある。楽しさという

点では、そのような事例が多く出てくるとSDGsの広がりも期待される。 

 

質問②：国内企業の海外進出が進むと思われるが、東南アジア地域でのSDGsの取組をどう思う

か。 

宮本様：発展途上国では政府や法的な規制の中で動きが出始めている。中国でも同様のニーズが

増えていると把握している。 

喜多様：ニーズから危機感を覚え対応している。東南アジアや開発途上国に対し、知識や経験・

ノウハウを提供する事例として、現地の大学に自社の機械を持ち込み、学生に勉強して

もらい広めている。 

後藤様：日本と東南アジアでは事情が異なる。各地の環境を見てSDGsを考えたときに、日本の

ものをそのまま持っていくことができるとは限らない。東南アジアをSDGsの観点から

見ることは非常に面白い。 
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【総評】 

田瀬様：SDGs の良いところのひとつは、経営者自身が新しい視野を持てることではないか。経

営者が気づき、学び、自ら意思を持つことが企業の運命を握っている。四国においては、

四国経済産業局のイニシアチブによって学びと気づきが大きく動き始めている。これ

が行動に繋がり、お金が回り始める。SDGs を使った好循環を経営者が動かすことが望

ましい。SDGs によって、NGOと企業の関係が大きく変わった。政府も含め、大きな目

標を共通で持つことで新たなパートナーシップが生まれたと感じる。学びを深める、行

動を起こすという意味で大いに期待している。 
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会場アンケート集計結果 

フォーラム受講後に回答いただいた会場アンケートによれば、基調講演では９割を超える参

加者が、パネルディスカッションでは８割を超える参加者が、「参考になった」としている。 

また、SDGs推進に有効と思う支援策については、「（セミナー、シンポジウム、取組企業の

PRなど）情報収集・発信支援」や「（実践ノウハウ、プロセス習得など）人材育成支援」など

が望まれる結果となっている。 

 

【会場アンケート集計結果】 

 参加者の属性は、「企業・金融機関」が７割弱、「自治体・政府関係機関・公益法人等」が
３割弱。 

 本フォーラムに参加した理由は、「現在 SDGs の活用を進めており、その参考とするため」
が 36％、また、「これから SDGs の活用に取り組む予定にあり、その参考とするため」が
40％と、７割を超える参加者が、SDGs への取り組みを前提とし、その参考とするために
参加している。 

 プログラムの感想については、「とても参考になった」と「参考になった」を合わせ、基調
講演では 95％の参加者が、またパネルディスカッションでは８割を超える参加者が「参考
になった」としている。 

 SDGs の推進に有効と思う支援策については、本フォーラムが「参考になった」とする声
が反映された面もあり、「（セミナー、シンポジウム、取組企業の PR など）情報収集・発信
支援」を望む声が６割を超える参加者から寄せられ、次いで、「（実践ノウハウ、プロセス
習得など）人材育成支援」が望まれる結果となった。 

図表 IV-1 回答者の所属 

 

企業・金融機関
67%

自治体・政府関
係機関・公益法

人等
27%

市民団体・NGO・
NPO・その他団体

3%

大学・研究機関
等
2%

その他
0% 無回答

1%

(n=159)
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図表 IV-2 フォーラムに参加した理由 

 

 

図表 IV-3 基調講演についての感想 

 

 

現在SDGsの活用
を進めており、その

参考とするため
36%

これからSDGsの活
用に取り組む予
定にあり、その参

考とするため
40%

特にSDGsに取り
組む予定はない
が、情報収集の

一環として
17%

その他
6%

無回答
1%

(n=159)

とても参考になった
72%

参考になった
23%

普通
1%

あまり参考になら
なかった

0%

参考にならなかっ
た
0% 無回答

4%

(n=159)
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図表 IV-4 パネルディスカッションについての感想 

 
 

図表 IV-5 SDGs の推進に有効と思う支援策（複数回答：2 つまで） 

 
 

 

  

とても参考になった
45%

参考になった
37%

普通
5%

あまり参考になら
なかった

1%

参考にならなかっ
た
0%

無回答
12%

(n=159)

65.4

48.4

29.6

17.6

14.5

1.3

3.8

0 20 40 60 80

情報収集・発信支援

人材育成支援

SDGsに取り組む企業とのマッチング支援

補助金や低利融資制度、投資支援

ネットワーク構築支援

その他

無回答 (n=159)

（％）
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《参考》会場アンケート 

 

四国 SDGs 経営フォーラム アンケート 
本日は、「四国 SDGs 経営フォーラム」にご参加いただきありがとうございました。今後の参

考とさせていただきたく、御回答をお願い申し上げます。 
 
０.ご所属をお聞かせください。（該当するもの 1 つにチェック） 
□ 企業・金融機関 □ 自治体・政府関係機関・公益法人等 

□ 市民団体・NGO・NPO・その他団体 □ 大学・研究機関等 

□ その他（                                  ） 

 
１.今回のフォーラムに参加しようと思った理由をお聞かせください。 

（該当するもの 1 つにチェック） 
□ 現在SDGsの活用を進めており、その参考とするため 

□ これからSDGsの活用に取り組む予定にあり、その参考とするため 

□ 特にSDGsに取り組む予定はないが、情報収集の一環として 

□ その他（                                 ） 

 
２.今回のフォーラムのプログラムについての感想をお聞かせください。 
①基調講演について（該当するもの 1 つにチェック） 

□ とても参考
になった 

□ 参考になった □ 普通 □ 
あまり参考に

ならなかった 
□ 
参考になら

なかった 

②パネルディスカッションについて（該当するもの 1 つにチェック） 

□ とても参考
になった 

□ 参考になった □ 普通 □ 
あまり参考に

ならなかった 
□ 
参考になら

なかった 

 
３. SDGs の推進に有効と思う支援策についてお教えください。 

（該当するもの２つまでチェック） 

□ 
情報収集・発信支援 

（セミナー・シンポジウム、取組企業のＰＲなど） 
□ 
人材育成支援 

（実践ノウハウ・プロセス習得など） 

□ SDGsに取り組む企業とのマッチング支援 □ 補助金や低利融資制度、投資支援 

□ ネットワーク構築支援 □ 
その他 

（               ） 

 
４.その他お気づきのことなどございましたらお聞かせください。 

 
 
 
 
 

 
ご回答いただきましたアンケートは、お帰りの際に受付にお渡しください。 

ご協力ありがとうございました。 
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V 今後に向けて 

SDGsの活用にあたっては、情報提供を求める声が多くあったが、その背景には、「何から手

を付けたら良いか分かりにくい」、「マッピングの次に何をしたらよいか分からない」といった

ことがあるものと考えられる。 

四国地域でのSDGs活用の拡充に向けて、企業の取組の後押しをすべく、「まず、はじめてみ

る」を支援できる情報提供、ツール、機会等を提供していくことが今後の支援として考えられ

る。 

図表 V-1 SDGs 導入支援ツール（例）【SDGs はじめてみませんか？】 
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１．持続可能な開発目標（SDGs）とは？
持続可能な開発目標（SDGs）とは，2001年に策定されたミレニアム開発目標

（MDGs）の後継として，2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発
のための2030アジェンダ」にて記載された2016年から2030年までの国際目標です。

持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成され，地球上
の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓っています。

 SDGsは発展途上国のみならず，先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なも
のであり，日本としても積極的に取り組んでいます。

1

出典：外務省ウェブサイト

参考資料

●経済産業省：「SDGs経営ガイド」
https://www.meti.go.jp/press/2019/05/20190531003/20190531003.html

●環境省：「持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド」
https://www.env.go.jp/policy/sdgs/index.html

●国連グローバル・コンパクト、GRI、WBCSD：「SDG Compass」
http://ungcjn.org/sdgs/index.html

●SDGsのロゴ
https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agen
da/sdgs_logo/
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■第 1 回研究会講演資料 

 

 

資料‒１：「四国 SDGs 研究会」講演資料 
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■第２回研究会講演資料 
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■第３回研究会講演資料 
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■一般社団法人香川経済同友会  宮本 吉朗 様 

 

 

資料‒２：「四国 SDGs 経営フォーラム」パネルディスカッションでの登壇者からの紹介資料 
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■株式会社朝日通商  後藤 耕司 様 
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■喜多機械産業株式会社  喜多 真一 様 
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■四国経済産業局  永見 靖 

 

 

 

 

 

第１回
SDGsを地域金融の場でいかに実装するか

ゲストスピーカー：日本政策投資銀行 執行役員 竹ケ原 啓介様

第２回
中小企業のモデル事例

ゲストスピーカー：株式会社マルワ 代表取締役社長 鳥原 久資 様

第３回
大企業のSDGsに係る調達動向

ゲストスピーカー：積水ハウス株式会社 環境推進部部長 佐々木 正顕 様

※調査研究結果については、四国経済産業局ウェブサイトで公表予定

1

１．四国SDGs研究会
参加メンバー
経済団体、支援機関、金融機関、自治体 等
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３．取組企業の事例紹介
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取組事例①
【業種】建設工事業、土木工事業 【従業員数】約150名

期待する効果
●説得力の向上
・自分たちの想いを伝えるための優れたツールであり、
説得力の向上につながる

●企業価値の向上
・周りの人たちのSDGsについての理解が進めば、
当社の取り組みが理解・評価され、
企業価値の向上につながる

・価値観の共有を通じた需要の拡充も期待される

●視野の広がり
・SDGsを知ることで、環境以外の面にも視野が
広がる

・社員への浸透に伴い、新事業・サービス等の創出も
期待される

●地域の活性化
・地域の人と価値観を共有し、観光振興やまちづくり
などにおいて共に取り組めれば、地域の活性化にも
つながる

取組内容等
《背景・きっかけ》

・自分たちの想いを社内外に伝え、
共有するためのツールとして活用に取り組む

《取組事項》
・「地域社会との関わり」「地域環境との共生」等を

テーマとした各種の取組

《取組にあたって大切なこと》
・「SDGsに取り組むことの必要性」に対する理解・認識

《社内・従業員への理解浸透》
・着手しやすいところから展開し、社内的な広がり
を構築

・SDGsに係る社内でのディスカッションを通じた
理解・気づきの促進

・建物の地域社会への開放を通じて交流の場を提供
・建築文化の保存、継承、再生等に係る取組
・まちなみ再生や街の活性化にむけた取り組みを展開
・古民家改修
・ビオトープ事業 ／等

4

取組事例②
【業種】調剤薬局 【従業員数】約30名

取組内容等
《取組事項》

・保険調剤、ヘルスケアで患者様の立場に立った治療
のサポートや病気にならないための健康支援。

・地域の教育機関と連携し、
子どもたちに働くことについて考える機会を提供。
（インターンシップや職場体験など）

・社内の環境を整備し、社員の生涯学習の機会を促
進。

・資質向上と社員満足を原動力に、また、健康経営を
内外に広め、働きがいのある人間らしい仕事を達成。

・地域の多職種と連携し、若者や高齢者など様々な
世代の人たちが“帰れる”まちづくりに取り組む。

推進方法・効果
●若手従業員によるマッピング
・SDGsと業務との紐付けを若手社員が担当
→全体的なレベルアップが図られる。

・SDGsの取り組みを対外的に打ち出すことで、
若手人材の確保にもつながる。

地域への普及
●情報提供
・施設内でSDGsブースの設置、毎月発行する情報誌
にSDGsに関する記事を掲載するなど、地域への情報
提供に取り組む

●教育・啓発
・SDGsカードゲーム等の各種イベント、地域の人たち
を対象とした勉強会等を通じて、地域におけるSDGs
の理解・普及に取り組む

5
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取組事例③
【業種】印刷、デザイン業 【従業員数】約30名

●非財務情報が大きな価値を生む
・社員がプライドを持って働き会社を発展させられる
・同じ志を持った人や企業との関係性を築ける
・会社の独自化・ブランディングにつながる
・多くの場所で発信する機会がられる
・人材確保に貢献

《活動》
・メディア・ユニバーサルデザインの考え方に基づい
たデザインの提供

・働き甲斐の創出
（インターンシップ・職場体験、会社見学の受入）

・環境配慮の推進
（企業から出た紙ごみの再生紙使用等） ／等

《商品づくり》
・バナナペーパーカレンダー、紙製ファイル、避難所

シールセット、SDGsワークショップ用ゲーム ／等

●「SDGs研修」の実施
・CSRに気づく
・自社の強みと課題を知る
・研修成果の情報開示

●トップがやるという姿勢を見せる
・社員の意識改革については、
この会社がこれからどのように舵を切るのか
明確にすることが必要

●個人の目標設定
○Step1（マッピング）

社長の目線での会社の棚卸
社員目線での棚卸
↓

○Step2：バックキャスティング
2030年を起点に未来のために何ができるか、
それを個人視点で目標に落とし込む

取組内容等

効果・成果

推進方法等

6

CSR調達ガイドライン基本事項
１．顧客満足・品質保証
２．法令順守・倫理的企業活動
３．人権の尊重・健康的で安全な職場形成
４．環境保全・グリーン調達
５．地域社会との共生・国際協調
６．経営の透明性と説明責任

《基本的な考え方》
・取引上の優越的立場を利用して不公正な不利益を
与えない

・取引先と協調し、相互に事業の発展と企業価値の向上
に結び付くように取り組む

《取り組み(例）》
〇人材育成の支援と相互研鑽活動

・取引先への研修・勉強会機会の提供
・調達先企業による商品の特徴や性能に関する研修
（自社担当者のレベルアップ）

〇取引先との関係強化に向けた取り組み
・自社の経営状況や方針に関する説明会開催
・最新の取組等を視察する企業見学会の開催

〇CSR調達の推進
・サプライチェーン全体で社会的責任を実現
・ともに持続可能な成長、企業価値の向上を目指す

〇グリーン調達の推進
・グリーン調達ガイドラインの策定
・取引先に対するグリーン調達認定

ガイドライン浸透のために
○取引先へのガイドラインの送付・説明
○CSR推進状況に関するアンケート
・取引先の取組状況に応じてガイドラインの利用を
促す

○対面でのガイドラインの説明
○外部講師による講習会の開催 ／等

取組事例④
【業種】機械器具製造 【従業員数】約730名

取引先とのコミュニケーション

7
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●サプライヤーリスク評価
・新規サプライヤーには、独自に策定している
「新規サプライヤー評価表」によりリスク評価を実施

●教育と浸透に向けた取り組み
・サスティナブル調達ガイドラインの
サプライヤーへの配布、ガイドラインの趣旨説明

●労働環境モニタリング
・モニタリングにより、課題を特定し、改善に向けた
取り組みを促す

・指摘が検出された場合は、
工場と連携して適切な措置を講じる

●定期モニタリング
・外部監査員が工場を訪問してモニタリングを実施
・指摘事項が確認された場合、適切な改善計画の
策定を促し、問題を解決できるよう支援

・所定期限内に改善できなかった場合には、
現地工場に赴き指導を実施

１．法令・社会規範の遵守
１）法令の遵守
２）公正な取引、贈賄および賄賂の禁止
３）情報管理・保護

２．人権・労働への配慮
１）国際人権章典、

国際労働機関（ILO）宣言の尊重
２）人権尊重
３）非人道的な扱いの禁止
４）適正な雇用

３．環境への責任
１）環境保全
２）持続可能な原材料調達の推進

４．安全で安心な製品・資材の調達
１）安全な資材の供給
２）供給能力・品質の高い資材の供給

取組事例⑤
【業種】各種ケア製品卸 【従業員数】約1,500名

調達ガイドライン マネジメント体制

8

・多面的な視点で調達木材を評価できるよう
10の指針からなる木材調達ガイドラインを策定

10の指針

1.違法伐採の可能性が低い地域から産出された木材
2.貴重な生態系が形成されている地域以外から産出された木材
3.地域の生態系を大きく破壊する、天然林の大伐採が行われて

いる地域以外から産出された木材
4.絶滅が危惧されている樹種以外の木材
5.生産・加工・輸送工程におけるCO2排出削減に配慮した木材
6.森林伐採に関する地域住民等との対立や不当な労働慣行を

排除し、地域社会の安定に寄与する木材
7.森林の回復速度を超えない計画的な伐採が行われている地

域から産出された木材
8.計画的な森林経営に取り組み生態系保全に寄与する国産木

材
9.自然生態系の保全や創出につながるような方法により植林さ

れた木材
10.資源循環に貢献する木質建材

取組事例⑥
【業種】建築工事業 【従業員数】約16,500名

木材調達ガイドライン 推進方法等
●先付けマッピング

・経営ビジョンに照らして、17のターゲットゴールから
優先取組事項を検討（＝先付けマッピング）し、
取組目標を設定

○Step1：SDGsの理解の浸透…社内の共有
↓

○Step2：これまでの取り組みの洗い出し
（後付けマッピング）

↓
○Step3：経営ビジョンと優先取組事項の設定

（先付けマッピング）
↓

○Step4：経営計画の策定と実行…KPI
↓

○Step5：フォローアップと情報発信

9
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10

✔ 共通言語として、
ステークホルダーとのコミュニケーションツールとして利用できる

✔ 世界共通の目標で自社のことを考え、
従業員のモチベーション向上や意識統一にも繋がる

✔ 学生などからの関心も高く、
採用に繋がる可能性がある（企業イメージの向上）

✔ ESG投資の観点で、
金融機関からの新たな投資を呼び込むことができる

✔ SDGsを通じて、新たな販路や事業機会（ビジネスチャンス）が生まれる

〇チャンス（＝メリット）

５．研究会要約

11

✔ 自分事として身近に感じることができず、
ピンと来ない人が多い（社内への浸透が難しい）

✔ 何から手を付けたら良いか分かりにくい、
マッピングの次に何をしたらよいか分からない

✔ 大手企業等、ＣＳＲ調達の動きが主流化しつつあり、
取引環境に影響を及ぼす

✔ 自然環境・社会環境の中長期的な変化に対応できなくなる恐れがある

×リスク

▲ハードル
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（様式２）

頁 図表番号

20 -

22 -

24 -

25 -

二次利用未承諾リスト

委託事業名   令和元年度四国地域における
 持続可能な社会構築に向けた

                 調査事業

報告書の題名 令和元年度四国地域における
 持続可能な社会構築に向けた
 調査事業報告書

受注事業者名  三菱UFJリサーチ＆コンサル
   ティング株式会社

タイトル

資料-１：「四国SDGs研究会」講演資料

資料-２：「四国SDGs経営フォーラム」パネルディス
カッションでの登壇者からの紹介資料

■一般社団法人香川経済同友会 宮本 吉朗 様
■株式会社朝日通商 後藤 耕司 様

《参考》竹ケ原様講演【まとめ】

《参考》鳥原様講演【なぜSDGsなのか】

《参考》佐々木様講演【持続可能な「木材調達
ガイドライン」】

《参考》佐々木様講演【SDGsに取り組む進め方】

■第1回研究会講演資料
■第2回研究会講演資料
■第3回研究会講演資料

107-133 -

■喜多機械産業株式会社 喜多 真一 様

43-106 -




